
補 助 金 等 収 益 6¶163¶124¶246 305¶685¶337 0 0 0 0 6¶468¶809¶583

資産見返運営費交付金
戻入

1¶841¶449¶305 1¶013¶958¶599 636¶425¶101 551¶588¶557 643¶363¶213 96¶774¶724 4¶783¶559¶499

資産見返補助金等戻入 304¶630¶284 10¶213¶942 8¶767¶073 22¶890¶947 17¶679¶691 0 364¶181¶937

そ の 他 6¶098¶229¶058 1¶247¶248¶099 1¶892¶055¶953 1¶355¶851¶441 216¶749¶050 203¶001¶844 11¶013¶135¶445

事 業 損 益 93¶218¶008 178¶230¶232 � 545¶013¶370 7¶970¶053¶050 � 35¶087¶336 5¶730¶404¶090 13¶391¶804¶674

総 資 産 466¶447¶063¶119 100¶124¶480¶523 57¶977¶653¶631 73¶394¶015¶684 30¶653¶674¶074 12¶132¶725¶469 740¶729¶612¶500

現 金 及 び 預 金 11¶046¶384¶190 1¶591¶861¶378 839¶513¶849 9¶063¶932¶244 1¶425¶038¶521 7¶396¶809¶460 31¶363¶539¶642

建 物 66¶096¶699¶763 35¶408¶884¶998 17¶590¶654¶217 15¶433¶514¶385 10¶215¶356¶650 1¶488¶171¶071 146¶233¶281¶084

機 械 ・ 装 置 90¶278¶592¶826 21¶552¶192¶199 4¶709¶036¶491 12¶792¶494¶415 5¶809¶727¶424 4¶745¶198 135¶146¶788¶553

装 荷 核 燃 料 17¶295¶270¶269 176¶298¶560 2¶585¶474¶396 0 0 0 20¶057¶043¶225

土 地 31¶179¶125¶834 19¶215¶289¶350 13¶429¶235¶180 14¶108¶585¶132 5¶279¶798¶656 2¶785¶200¶000 85¶997¶234¶152

建 設 仮 勘 定 175¶648¶571¶361 8¶631¶224¶020 5¶457¶654¶735 2¶476¶195¶654 925¶228¶885 21¶622¶284 193¶160¶496¶939

そ の 他 74¶902¶418¶876 13¶548¶730¶018 13¶366¶084¶763 19¶519¶293¶854 6¶998¶523¶938 436¶177¶456 128¶771¶228¶905

３．各区分の損益外減価償却相当額及び損益外減損損失相当額、引当外退職給付増加見積額、引当外賞与見積額
（単位：円）

損益外減価償却相当額 損益外減損損失相当額 引当外退職給付増加見積額 引当外賞与見積額

原子力システム研究開発 26¶841¶255¶580 9¶000 3¶977¶909¶373 � 161¶172¶724

量子ビーム利用研究開発 12¶043¶425¶840 35¶031 11¶380¶365 � 38¶036¶418

安全確保と核不拡散及び共通的科学技術基盤 1¶316¶716¶838 0 539¶333¶732 � 55¶550¶350

自らの廃止措置及び廃棄物処理・処分 2¶210¶812¶940 23¶300¶250 � 197¶173¶201 � 39¶113¶822

国内外との連携強化と社会からの要請に対応する活動 1¶138¶575¶561 0 1¶305¶091¶324 � 61¶575¶926

法人共通 3¶349¶532¶821 165¶564¶642 4¶360¶327¶955 � 80¶364¶626

合 計 46¶900¶319¶580 188¶908¶923 9¶996¶869¶548 � 435¶813¶866
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~１．セグメントの区分方法及び業務内容は次のとおりである。
{セグメントの区分方法は、独立行政法人日本原子力研究開発機構法第17条に掲げる業務に基づき中期計画に記載した業務内容に応じて区分している。
|セグメントの業務内容
【原子力システム研究開発】 我が国の存立基盤となるエネルギーの安定供給と地球環境問題の同時解決を目指した原子力システムの研究開発
【量子ビーム利用研究開発】 量子ビーム利用の新たな領域の開拓により科学技術の進展と産業の振興に貢献するための研究開発
【安全確保と核不拡散及び共通的科学技術基盤】 原子力利用の安全の確保と核不拡散に貢献するための活動及び共通的科学技術基盤の高度化
【自らの廃止措置及び廃棄物処理・処分】 自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理・処分
【国内外との連携強化と社会からの要請に対応する活動】 我が国における原子力研究開発の中核機関としての国内外との連携強化と社会からの要請に応えていくための活動

２．「法人共通」項目は、セグメント配賦不能のものの額を記載している。その主なものは運営管理部門に係る費用及び収益並びに資産である。
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